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近年、地域経済を支える地域企業にとって最大の課題はサステイナビリティ（持続可能性）を確保すること
にある。地域企業のその活動が長期にわたって存続することは、地域企業が地域に還元する最大の貢献
と考えられるためである。わが国は、世界的に稀にみる長寿企業大国である。このことは近年、世界的に
注目されている。本研究は、世界的に活躍する研究者とも連携して、この課題に取り組み、その成果を北
海道経済、地域人材、教育の側面で還元することを目指す。
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成果報告

農業ベンチャーにおける６次産業化ビジネスの実践
～北海道企業･パイオニアジャパングループの試み～

小樽商科大学商学部	

准教授　加　藤　敬　太

１．�経営学的視点からの�
農業への問題提起と新たな動き

　日本の農業は大きく変化しようとしている。
ビジネスとして参画することが少なかったこ
の分野において、これまでになかった農業ベ
ンチャーが進展しつつある。

わが国の農業を検証すると、農産物の輸入
増加による食料自給率の低迷、高齢化や慢性
的な担い手不足に基づく農業人口の減少、耕
作放棄地の増加など様々な問題が指摘されて
いる１。筆者は、わが国の農業の根本的問題は
経営学的な感覚や視点の欠如にあると考える。
最大の問題点は、農家の努力に見合った利益
が得にくい閉鎖的な構造が定着していること
にある。閉鎖的な構造とは、農業協同組合（農
協）が独占的な市場支配力を持ち、各農家の
農産物の出荷を取りまとめ、市場で販売する
という流通システムのことである。この構造
は、産地内での農産物の量の確保と市場価格
のコントロールというメリットがある一方で、
農家同士の差別化や競争を阻害してしまうデ
メリットがある。そもそも農家同士の切磋琢

磨なくしてイノベーションは生まれない。経
営学の常識からほど遠い世界が、私たちの身
近なところに存在していたのである。
　近年、一部の農家がこうした状況に不満を
持つようになり、農家自らが経営について試
行錯誤し、農協を通さず独自の販路を開拓す
る動きが徐々に現れはじめている（岡本，
2010）。また、個人農家以外では、農業生産法
人や株式会社等の会社設立の動き、食品加工
業や小売業などの異業種からの農業への参入
など、農業の担い手の多様化も目を見張るも
のがある（21世紀政策研究所編，2017；有限
責任監査法人トーマツ ・ 農林水産業ビジネス
推進室，2017）。さらには、農産物の生産＝１
次産業、加工 ・ 製造＝２次産業、企画 ・ 販売
＝３次産業を掛け合わせたビジネスモデル「農
業の６次産業化」にも注目が集まっている。
　今、農業分野に求められるのは、生産から
加工、販売まで一貫したビジネスモデルを構
築する農業ベンチャーの進出にある。ようや
くビジネスを通じて農業分野が活性化しイノ
ベーションが生まれる、本来、当たり前の時
代がやってきたのだ。

１		2017年８月、農林水産省によって公表された平成28年度の日本の食料自給率は約38％であった（農林水産省（2017）
「平成28年度食料自給率・食料自給力について」）。この数字は先進国の中では最低水準といえる。また、21世紀政
策研究所編（2017）によれば、日本で農業を営む農家に関して、2015年に138万戸であった農家数が2025年には72
万戸、2030年には40万戸にまで激減していくことが予想されている。

・日本の農業の未来を経営学視点から考えてみる。経営学的視点とは、新たな顧客価値を
創造するビジネスモデル ・イノベーションを起こすことである。

・北海道の農業の潜在力を活かす農業ベンチャーの取り組みを取り上げる。

ポイント
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２．�パイオニアジャパングループ� �
～「北海道をもっとおいしく」の実現に向けて～

2.1 ��食品加工業から農業ベンチャーへの進展
　パイオニアジャパングループ（以下、PJG
と記す）は、北海道の農業において新たな価
値創りを実践する企業グループである。とく
に PJG は、「農業の６次産業化」をベースに
して、１次と２次の間の農産物の皮むきや泥
落しなどの下処理工程（1.5次）を掛け合わせ
た独自のビジネスモデル「農業の９次産業化

4 4 4 4 4

」
を実践している農業ベンチャーである２。
　もともと PJG は、1990年にお惣菜を中心と
した食品加工業からスタートした企業グルー
プで、長らく「惣菜の総合メーカー」として活
動してきた。とくに道内ではいち早く「過熱水
蒸気加工」３という野菜の高い加工技術を蓄積
して惣菜メーカーとしての信頼を得てきた。同
グループの農業分野への進出は、創業者であ
り現会長の山道勝則氏が、野菜の生産に興味
を持って札幌近郊で農業生産を始めたのがきっ
かけとなった。はじめのうちは小規模かつ実験
的な活動であったが、北海道の食品加工業と
して地元で採れる新鮮な農産物を活かした惣
菜を製造することが重要であるとの認識が深
まり、本格的に参入することになる。2006年３
月に農業生産法人「やま道の里」を設立し、
現在は露地ものの小麦、大豆、アスパラ、カボ
チャ、ジャガイモ、トウモロコシ、水耕栽培の
ベビーリーフ等を生産している。食品加工業社
が自ら農場ファームを運営することは、まだま
だ珍しい。PJG は、安全安心な農作物の生産機

能をグループ内で保有したことで取引先から
の高い評価を得て、グループ全体の成長や新
たな戦略構築につながっていった。
　筆者は、2012年、講師を務めた地元の商工
会議所のセミナーで PJG の経営陣と出会っ
た。その頃、PJG は惣菜ビジネスを中心とし
た食品加工業からの脱皮を目指した戦略転換
の時期であったこと、筆者も北海道企業の経
営戦略や地域イノベーションへの研究関心が
高まっていたことから、彼らと筆者らは意気
投合し成長戦略に関して対話を重ねてきた４。
いわゆるアクション ・ リサーチ５の手法で、新
たなグループのドメイン戦略（戦略領域 ・ 活
動領域）６の転換に向けて共に検討してきた。
　その大きな実践的成果として、PJG は、2015
年、社内公募を経て「北海道をもっとおいし
く」というコーポレートメッセージを発表す
るとともに、今後は、農業の６次産業化を軸
足に北海道の農業活性化に力を注いでいくこ
とが表明された。その最初の大きな事業が蝦
夷富士 ・ 羊蹄山の南麓にある真狩村でのプロ

　　　　　　　　　　　　　　
２		農産物加工において、衛生管理の問題上、土の付いた農産物を工場内へ持ち込むことは困難であり、洗浄や皮むき

などの下処理工程の管理はボトルネックになりがちである。これまでは農家の現場でこれらの工程がなされること
も多かったが、PJG は「農業の９次産業化」としてこれらの工程を工場内に組み込んでいる。

３		過熱水蒸気加工とは100℃以上の超高温水蒸気を利用したもので、素材の旨み、色合い、栄養分等をほぼ落とすこ
となく焼いたり蒸したりできる「ブランチング」と呼ばれる加工が可能な技術のことである。PJG では、経済産業
局の補助金や北海道立総合研究機構食品加工研究センターの協力を得ることで全国的にもいち早くこの技術を導入
することに成功した。

４		これまでの研究成果は笹本・加藤（2014）、加藤・笹本（2014）、笹本・加藤（2015）、笹本（2015）として公表している。
５		アクション・リサーチとは、研究者が実務の現場に深く関わり、実践家らと協力し合って課題に取り組むことによっ

て、新たな実践的知見と研究的知見の両方を見出す研究手法のことである。
６		企業経営においてドメインとは、活動の範囲、領域のことであり、また将来の構想を含むものである。榊原（1992）が詳しい。

やま道の里（出所：内部資料から）
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ジェクトである。地元の農業従事者と共に新
たな農業ビジネスの在り方を問うビジネスの
実践がスタートしたのである。
2.2 ��PJGの農業ベンチャー� �

「アグリテック真狩」の取り組み
　真狩村は、北海道の後志地方にある農業を
基幹産業とする小さな純農村７である。じゃが
いもや大根、にんじん、ユリ根などを生産して
いる８。真狩村の農産物は、市場での評価がと
ても高い。真狩村の住所だけでも、周辺地区よ
りキロ単価が５円も10円も値上がりするとも
言われている。なぜなら、真狩村のある羊蹄山
の南麓は日当たりがとても良く、さらに農業に
適した土壌に恵まれていること、そして農家
の方々の不断の努力の歴史があるからである。
　とはいえ、真狩村の農業においても既存の
流通システムに組み込まれた問題は同じであ
る。とくに近年の市町村枠組みを超えて再編
成された農協による流通システムでは、周辺
地区の農産物と同ブランドで市場流通してし
まうため、独自性を発揮したり差別化が追及
しにくい状況にあった９。
　この問題を克服しようと、真狩村の農業関
係者らは、村の農産物を独自のルートで市場
に売り出せないかと模索していた。さらに彼
らは農産物をそのまま市場に出すのではなく、
加工することによって付加価値を高め、独自
のルートで市場に売り出すことができれば、
単なる産地からの脱皮ができ、複合的な農業
経営を営むことで村の基幹産業をより発展さ
せることができると考えていた。そのための
パートナー企業を探していたところ、北海道
庁と北海道食品科学研究所から紹介されたの
が PJG であった。村の関係者が PJG を視察に
訪れたのは2014年の年末のことである。
　その頃、大きな戦略転換期にあった PJG に
とっても、この真狩村の農業関係者らとの出

会いは、まさに「北海道をもっとおいしく」
というドメイン戦略を具体化する大きな契機
になると捉えられた。
　2016年４月、PJG は、村の自治体や農業関
係者等と連携し、ジョイントベンチャー「株
式会社アグリテック真狩」を設立した。同社
は、地元で意識の高い農業従事者らとパイオ
ニアジャパン、コスモジャパン、まんゆう、
そして道銀アグリビジネスファンド等が株主
となって立ち上がったものである。そして２
年の準備期間を経て、2018年４月、村内に工
場を竣工し、現在、本格稼動に向けて邁進し
ている。PJG の「北海道をもっとおいしく」
というコーポレートメッセージと真狩村の農
業関係者の想いが共有されたプロジェクトの
実践がいよいよスターしたのである。
　アグリテック真狩の大きな利点は、高品質
の農産物が新鮮なまま産地内で加工されるこ
とである。真狩村の農産物の新鮮さと美味し
さを PJG に蓄積されてきた高い加工技術に
よって最大限活かす商品開発が可能となった。
　そして、より大事な視点は、ビジネスモデ
ルに関することである。農業といえば、つい
道の駅での直売や産地直送などが目に浮かぶ。
これらは、既存の農協システムとは違い面白
い視点ではある。ただしより経営学的に重要
なのは、確実に新たな顧客価値の実現を考え
ていくことにある。そのためには川上＝農産
地（一次）から中流＝加工（二次）、そして川
下＝市場（三次）に至る戦略的に一貫したビ
ジネスモデルの構築が鍵となる。
　この点、PJG による「アグリテック真狩」
プロジェクトはスタート時点から、ビジネス
モデルの一貫体制が整っている。グループ本
社は、道都 ・ 札幌に拠点を構え、道内はもち
ろん、全国への販売実績がある10。食品加工技
術の蓄積、「やま道の里」設立以来の６次産業

　　　　　　　　　　　　　　
７		「純農村」という言葉は真狩村ホームページ（https://www.vill.makkari.lg.jp/makkarimura/gaiyo/）から。
８		食用ユリ根の生産高は日本一である。
９		同地区にある JA ようていは、1997年３月、羊蹄地区の８つの農協（真狩村、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、留寿

都村、喜茂別町、京極町、倶知安町の８ JA）が合併して発足した。
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化の実績もある。いよいよ「北海道をもっと
おいしく」というドメイン戦略を実現するた
めの生産 ・ 加工 ・ 販売が三位一体となったビ
ジネスモデルが構築できたのである。

３．「北海道をもっとおいしく」の未来戦略

　筆者と PJG の経営陣との対話の中で、よく
未来の北海道農業はどうあるべきか、そして
PJG にできることは何かといった話題につい
て議論が交わされる。最後に我々の議論にお
ける２つのポイントを紹介したい。
　１つは、高い品質の農産物を生産する北海
道内各地で、真狩村のような産地に加工機能
を併せもった６次産業化プロジェクトが横展
開できないかということである。「北海道を
もっとおいしく」というメッセージに込めら
れた意味は、そこにある。農協を中心とした
既存の流通システムでは出荷量と市場価格の
コントロールに重きが置かれていた。市場価
格の均衡に力点が置かれた経済学的にはこれ
が正解だったのかもしれないが、価値創造に
力点を置く経営学的には決して正解とはいえ
ない。今こそ、道内各地で北海道の農業の潜
在能力を発揮した新たな農業価値の創造を実
現するためのビジネスモデルを構築しなけれ
ばならない。真狩村のプロジェクトがその先
行モデルとなるように、これからも努力を続
けていくことは言うまでもない。

　２つ目は、農業分野を聖域化せず他分野と
コラボレーションすることによって新たなビ
ジネスチャンスを生み出すことである。高品質
の農産物といった北海道の独自資源を活用し
たビジネスモデルを構築するためには、企業や
自治体などの枠組みを超えて地域の多様な主
体と有機的に協働することが不可欠である11。
この視点から PJG の山道会長は、近い将来、
農業と観光という北海道を支える二大基幹産
業のコラボレーションによる新たなビジネス
モデルの構築を目指すことを表明している12。
　経営学的な観点から北海道の農業を考察す
ると、その未来はとても明るい。
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10	 今年（2019年）にはシンガポールへの販売を予定しており、今後、海外への進出も目指している。
11	 これは経営学の新しい考え方で企業の枠組みを超えた有機的な結合を意味した「オープン・イノベーション」に基

づくものである。特に地域の問題に関して筆者は、「地域オープン・イノベーション」（加藤，2016）という概念を
提示している。

12	 首都大学東京大学院ビジネススクール「ビジネスイノベーション特別演習」での山道勝則氏講演会（2018年12月15
日開催）資料より。

アグリテック真狩（出所：内部資料から）
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